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議案第１号・議案第２号関係 
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◎議案第１号 財産の取得について（追認） 

◎議案第２号 財産の取得に係る議決事項の変更について（追認） 

 

取得するＬＥＤ照明，節水栓及び空調設備については，令和２年４月１６日

に東芝エレベータ株式会社、みずほ東芝リース株式会社、エルティーライト株

式会社、モリタニ・ダイキン株式会社、有限会社ワークハード企業共同体と総

支払限度額３億１千３百２９万５千４百円，年度別支払限度額２千８８万６千

３百６０円でエネルギーサービス契約を締結しております。また，令和２年

７月１日に対象施設の追加による財産の種別及び数量の変更に伴い，総支払限

度額が４億９５万円，年度別支払限度額が２千６百７３万円となる変更契約を

締結しております。 

契約期間は令和２年４月１６日から令和１８年３月３１日までとなっており

ますが，契約期間が終了したときに設備を無償で市に譲渡する契約となってお

ります。 

これにつきまして市としましては，契約満了後に取得する財産は無償譲渡で

あり，議決は不要であると認識しておりました。しかしながら，他自治体で同

様の契約において「財産の取得」に係る追認の議決を求めていた事実を確認し

たことから精査したところ，本契約は実質的には財産の割賦販売による「買入

れ」と解釈するのが適当と判断したものです。 

このため，このＬＥＤ照明１３，２４６台，節水栓４７０個及び空調設備

１１台の取得については，議会の議決に付すべき財産の取得，契約の変更は

財産の取得にかかる議決事項の変更に当たりますが，ともに議会の議決に付

すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条及び地方自治法第

９６条第１項第８号の規定による議会の議決を得ていないことから，追認議

案として議決をお願いするものです。 

 



































議案第３号関係 
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◎議案第３号 財産の取得について（追認） 

 

取得するＬＥＤ照明については，令和５年８月１０日に日本電技株式会社及

び三菱ＨＣキャピタル株式会社と総支払限度額１億８千２百３１万８千４百円，

年度別支払い限度額１千２百１５万４千５百６０円でＥＳＣＯサービス契約を

締結しております。 

契約期間は令和５年８月１０日から令和２１年３月３１日までとなっており

ますが，契約期間が終了したときに設備を無償で市に譲渡する契約となってお

ります。 

これにつきまして市としましては，契約満了後に取得する財産は無償譲渡で

あり，議決は不要であると認識しておりました。しかしながら，他自治体で同

様の契約において「財産の取得」に係る追認の議決を求めていた事実を確認し

たことから精査したところ，本契約は実質的には財産の割賦販売による「買入

れ」と解釈するのが適当と判断したものです。 

このため，このＬＥＤ照明１，６９７台の取得については，議会の議決に

付すべき財産の取得に当たりますが，議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例第３条及び地方自治法第９６条第１項第８号の規

定による議会の議決を得ていないことから，追認議案として議決をお願いす

るものです。 





















議案第４号・議案第５号関係 
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◎議案第４号 財産の取得について（追認） 

◎議案第５号 財産の取得に係る議決事項の変更について（追認） 

 

取得するＬＥＤ防犯灯及びＬＥＤ道路照明灯については，平成２７年８月

２０日にＩＢＪＬ東芝リース株式会社と契約金額１億１千８百１０万４千４百

８０円で長期継続の賃貸借契約を締結しております。また平成２７年１２月

１日に器具に関して照度や耐用年数等の仕様の見直しを行い，２千３百１７万

２千４百８０円増額の変更契約を締結しております。 

契約金額総額は１億４千百２７万６千９百６０円であり，賃貸借期間は平成

２７年１２月１日から令和７年１１月３０日までとなっておりますが，賃貸借

期間が終了し，賃借料を完済したときに賃借物件の所有権が市へ移転する契約

となっております。 

これにつきまして市としましては，賃貸借期間満了後に取得する財産は無償

譲渡であり，議決は不要であると認識しておりました。しかしながら，他自治

体で同様の契約において「財産の取得」に係る追認の議決を求めていた事実を

確認したことから精査したところ，本契約は実質的には財産の割賦販売による

「買入れ」と解釈するのが適当と判断したものです。 

このため，このＬＥＤ防犯灯及びＬＥＤ道路照明灯の取得については，議

会の議決に付すべき財産の取得，契約の変更は財産の取得にかかる議決事項

の変更に当たりますが，ともに議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第３条及び地方自治法第９６条第１項第８号の規定によ

る議会の議決を得ていないことから，追認議案として議決をお願いするもの

です。 

 

















議案第６号関係 
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◎議案第６号 常総市学校施設整備基金条例について 

 

公立学校施設整備費補助金等の交付を受けて整備した学校施設を，当補助金

等の目的以外の用途で使用する場合は，補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律第２２条に基づき，文部科学省へ財産処分手続きを行い，承認を得

る必要があります。 

承認に当たっては，当補助事業完了後の経過年数等に応じて，公立学校の施

設整備を目的とした基金積立ての条件が付される場合があることから，条件を

付された場合に，基金を積み立て，これを適切に管理するとともに，公立学校

の施設整備に活用できるよう学校施設整備基金を設置するものです。 

なお，令和５年３月３１日をもって閉校となった旧大花羽小学校の一部につ

いて，令和７年４月２日に財産処分を行い民間企業への有償貸与を実施してお

りますが，財産処分の承認には基金積立ての条件が付されており，処分日から

１年以内に基金の設置及び基金積立てを行う必要があります。 

 


